





















































































った｡この通達には､｢改正法｣が平成 10年 6月 10日法律第 98号をもって公布され､同
年 7月 1日施行されること､｢改正規則｣が同年 6月 25日文部省令第 28号をもって公布
され､同年 7月 1日施行されること､｢事務処理上遺憾 (ママ)のないように｣と記されてい
る (15)0

















































区 分 幼稚園教諭 幼稚園教諭
専倭 種 種 専倭 種_種
教科に関する科目 16 16 8 6 6 4
教職に関する科目 35 35 23 35 35 27
教科又は教職に関する科目 24 34 10









































左記科 目に含めることが必要な事項 専倭 種 種
2 教職の意義等に関する科目 (1)教職の意義及び教員の役割 2 2 22 員 職務内容 (研修､服務及び身分保障等
を含む○)
(3)進路選択に資する各種の機会の提供等















生徒指導､教育相談､進路 等に関する (1)生徒指垂の理論及び方法2教育相談 (カウンセ リシグに関する基礎的な
科目~ 知識を含む○)の理論及び方法
(3)進路指導の理論及び方法
(1)幼児理解の理論及び方法 2 - 2 2
(2)教育相談 (カウンセ リングに関する基礎的
な知識を含む○)の理論及び方法
5 総合演習 2 2~ 2ー





｢改正法｣及び ｢改正規則｣の施行に伴い､平成 10年 7月 1日において既に ｢教育職
員免許状授与の所要資格を得させるための課程｣として文部大臣の認可を受けている教職
課程をもつ大学は､改めて平成 10年度中あるいは同 11年度中に当該課程の認定 (以下､
｢再課程認定｣という｡)を受けなければならなくなった (25)｡平成 11年 4月入学生から､
｢改正法｣による改正後の教育職員免許法 (以下､｢新法｣という｡)に基づく教員養成を
実施するには､平成 10年 12月 28日までに課程認定の申請を行い､同 12年 4月入学生か
ら適用する場合には､同 11年 4月 1日から 11月 30日までに申請することになったので
ある｡本学幼児教育学科では､平成 12年度入学生から ｢新法｣による新カリキュラムを











のが､表4 〔新旧カリキュラム対照表 ･教養科目〕､表5 〔新旧カリキュラム対照表 ･教科
に関する専門科目〕､表 6 〔新旧カリキュラム対照表 ･教職に関する専門科目〕である｡
教養科目は､教職に関する科目の増加に伴 う学生の負担増を考慮 して､ Ⅰ～Ⅲから 12
単位の選択必修の枠を 10単位 とした｡また､｢経済学｣を ｢生活と経済｣､｢歴史｣を ｢く
らしと歴史｣といったように､学生が学問的な系統と身近な生活課題を統合 して理解でき
るように､名称及び内容を変更した｡Ⅳ分野では､外国語コミュニケーション対応科目と
して､講読を中心とした r英語｣を廃止し､｢英会話 Ⅰ･Ⅲ｣と会話を中心とした ｢ドイツ















授業科目 単位 備考 授業科目 単位 備考
Ⅰ 現代女性論 2 日本国憲 I 現代女性論 2 日本国憲
哲学 2 法を含 哲学 2 法を含
文学 2 め､ Ⅰ～ ~文学 2 め､ Ⅰ～
倫理学 2 ~Ⅲ分野にわたり 現代社会と倫理 ～2 Ⅲ分野にわたる
Ⅲ 教育学 2 Ⅱ 人間の発達と教 2
経済学 2 12単位○ *日 10単位
日本国憲法 2 生活と経済 2 を選択必
歴史 2 日本国憲法くらしと歴史 2 修o
血 自然と環境 2 Ⅲ 人間と自然環境 2
生活科学 2 生活の科学 2
生物学 2 生物学 2
Ⅳ 英語会話ドイツ語 2 3科目の中 Ⅳ 英語 Ⅰ 1 左記 6科
か ら 1科 英語Ⅱ 1 目か ら 2
目2単位o 英会話 ⅠⅢドイツ語 ⅠⅡ 1･~ 単位 選択必修o それ ぞ れi.Ⅱ とも履修o
Ⅴ 保健体育講義 1 Ⅴ 体育理碍 1
体育実技 1 生涯 スポー ツ実準 1
(学則変更に伴 う新旧対照表 (上田女子短期大学 ｢再課程申請｣申請軍)より作成)
: ､ , r～
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表 5 〔新旧カリキュラム対照表 ･教科に関する専門科目〕
旧カ リキュラム 新カリキ土ラム
授業科目 単位 備考 授業科目 単位 備考
器楽 2 半期×2 器楽 2 半期×2
声楽 2 半期×2 声楽 2 半期×2
音楽理論 1 半期 音楽垣論 1 半期 -
図画工作 2 通年 図画工作 2 通年
体育 2 通年 体育 1 半期
国語 2 半期 国語 2 半期





は､表 5の通 り､音楽､図画工作､体育､国語に関する4科目を開設 したが､体育を半期
開設の 1単位科目とし､全体で 1単位減の 10単位とした｡
教職に関する科目では､教育職員免許法施行規則第 6条の欄 2の ｢教職の意義に関する









従前の ｢健康｣(1単位)から ｢造形表現｣(1単位)までの科 目を ｢○○の指導法｣と改
めるように指摘された｡従前の ｢教育方法 ･技術｣(1単位)を廃止することもあり､指摘





授業科目 単位 備考 授業科目 単位 備考
教育原理 2 教師論育原理 2 新設廃止名称変更
児童心理学教育史方法 .技術課程の研究 21 児童心理学教育課程の研究 21
保育内容総論 1 保育内容総論 1
健康 1 健康の指導法 1
人間関係 1 人間関係の指導法 1 名称変更
言葉 1 言葉の指導法 1. 名称変更
音楽表現 ､1 音楽表現指導法 1 ･名称変更
身体表現 1 身体表現指導法 . 1 名称変更
造形表現 2 造形表現指導法 2 名称変更新琴設.
幼児教育指導法教育実習 25 幼児教育指導法理解 と教育相談総合演習 二教育実 2_5
小計 . 23l_ 小計 27





























して ｢保育教材と指導計画の研究｣(2単位)を新設 した (29)0
平成 17年度変更によるカリキュラムは､今年度 1年生に適用されている現行カリキュ
ラムである｡完全セメスター制実施に伴い､全科目を半期にしたため､全体的に名称変更
が多く見られる｡教科に関する科目では､｢器楽 Ⅰ (前期)｣(1単位)が ｢器楽 Ⅰ｣(1単
位)､｢器楽 Ⅰ (後期)｣(1単位)が ｢器楽Ⅲ｣(1単位)､｢声楽 Ⅰ (前期)｣(1単位)が ｢声




























































(9)平成 17年 1月中央教育審議会答申 ｢子どもを取 り巻く環境の変化を踏まえた今後の幼児教育の
あり方について一子どもの最善の利益のために幼児教育を考える- ｣
(10)第 2章 ｢幼児教育の充実のための具体的方策｣第 1節 ｢幼稚園等施設の教育機能の強化 ･拡大｣
3 ｢幼稚園教員の資質及び専門性の向上｣(1)｢幼稚園教員の養成 ･採用 ･研修等の改善｣
(ll)同上､(2)｢上級免許状の取得促進､所有者の配置拡大｣
(12)平成 17年 12月中央教育審議会答申 ｢今後の教員養成 ･免許制度の在 り方について (中間報告)
(秦)｣のⅡ｢教員養成 ･免許制度の具体的方策｣4｢教員養成 ･免許制度に関するその他の改善方
策｣③ ｢二種免許状の在 り方の検討｣
(13) 日本私立短期大学協会 ｢今後の教員養成 ･免許制度の在 り方について (議論のたたき台)』に関
する意見｣､2005年 6月 17日｡
(14)同上｡
(15)平成 10年 6月 25日 ｢教育職員免許法の一部を改正する法律等の公布について (通達)｣
(16)同上｡
(17)｢教育職員免許法の一部を改正する法律案の文部大臣による提案理由説明｣(文部省教育助成局教
職員課 ｢新しい教員免許制度に関する資料｣平成 10年 7月 16日)
(18)｢教育職員養成審議会第 1次答申 (平成 9年 7月 28日)の骨子｣(前掲､(文部省教育助成局教職
員課 ｢新しい教員免許制度に関する資料｣)
(19)｢大学において教員養成の課程を置く場合の審査内規｣(昭和 53年 2月20日教育職員養成審議会






(25)｢平成 10年 7月 1日以降における免許状授与の所要資格を得させるための課程の認定等について
(通知)｣平成 10年 6月 29日｡
(26)同上｡
(27)｢大学において教員養成の課程を置く場合の審査基準｣(昭和 53年 2月 20日教育職員養成審議会
決定､平成 10年 6月 25日一部改正)
(28)『平成 12年度上田女子短期大学キャンパスガイ ド』2000年､48頁｡
(29)｢課程認定に係る教科 (教職)に関する科目の変更届｣平成 14年 3月28日｡
(30)｢課程認定に係る教科 (教職)に関する科目の変更届｣平成 17年 2月25日｡
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